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第２章―３ 

○姫路大学教育学部通信教育課程規程 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 姫路大学教育学部こども未来学科通信教育課程（以下「本通信教育課程」とい

う。）は、教育基本法の精神に則り、通信の方法によって、高い徳性と幅広い教養を与

え、幼児・児童及び生徒に関する専門教育を施し、もって人に愛され、信頼され、尊敬

される人材の育成を目的とする。 

（自己点検・評価） 

第２条 本学は、その教育水準の向上を図り、前条の目的及び社会的使命を達成するため、

教育研究活動等について、自ら点検及び評価を行い、その結果を公表する。 

２ 前項の自己点検・評価に関する細則は、別にこれを定める。 

（教育内容等の改善のための組織的改善） 

第３条 本学は、授業の内容および方法の改善を図るための組織的な研修を行うものとす

る。 

２ 前項の教育内容等の改善に関することは、別に定める。 

 （情報公開） 

第４条 本学は、教育研究活動等の状況について、積極的な情報公開に努めるものとする。 

２ 情報公開に関し必要な事項は、別に定める。 

（学部・学科・定員） 

第５条  本通信教育課程の定員は、次の通りとする。 

学部名 学科名 入学定員 収容定員 

教
育
学
部 

こども未来学科 

大学卒業を目的とするコース 

教員養成コース 

保育士養成コース 

（３年次編入定員） 

こども未来学科 

大学卒業を目的とするコース 

教員養成コース 

1,000名 

500名  

200名  

300名  

300名  

300名  

200名   

100名  

4,000名  

2,000名  

800名  

1,200名  

600名  

600名  

400名   

200名  

（修業年限・在学年数） 

第６条  本通信教育課程の修業年限は、４年とする。 

２ 在学年数は、標準８年とする。 

３ ３年次編入生の修業年限は２年とし、在学年数は標準４年とする。 

４ 第２項及び第３項の規程に関わらず、特別な事由がある場合は、在籍延期を認めるこ
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とがある。 

（正科生・科目等履修生・特別聴講生・特修生） 

第７条  本通信教育課程の学生は、正科生、科目等履修生、特別聴講生及び特修生とする。 

 

第２章 教職員組織 

（教員組織） 

第８条 本通信教育課程に、教授、准教授、講師、助教、助手を置くものとする。 

２ 前項に定める教員のほか、特任教授、特任准教授及び特任講師を置くことができる。 

３ 本通信教育課程に、通信教育課程長を置く。 

４ 本通信教育課程長選出に関する規程については、別にこれを定める。 

５ 本通信教育課程の教員は、原則として通学課程の教員がこれを兼ねるものとする。 

６ 第１項及び第２項に定める教員のほか、必要に応じてレポート添削指導を行う「添削

指導員」、科目試験の採点を補助する「採点補助員」及び授業科目の履修に関する指

導・助言を行う「教育相談員」を委嘱することができる。 

（事務組織等） 

第９条 本通信教育課程に、通信教育事務部を設け、事務部長及び事務職員を置く。 

２ 前項に定める職員のほか、教学に係る専門官を置くことができる。 

３ 前項の専門官は、教学専門官と称し、教員をもって充てるものとする。 

 

第３章 管理運営 

（通信教育課程代議員会） 

第１０条 本通信教育課程に、学校教育法施行規則第１４３条第１項の規定により、通信

教育課程代議員会（以下「代議員会」という。）を置き、次の各号に掲げる事項につい

て審議し、学長が決定を行うに当たり、意見を述べるものとする。また、教育研究に関

する事項を審議し、学長等（学長及び学部長）から求めがあった場合には、意見を述べ

ることができる。 

（１） 教育課程、授業及び試験に関する事項 

（２） 入学・卒業等に関する事項 

（３） 休学・退学等に関する事項 

（４） 厚生と補導、賞罰に関する事項 

（５） その他代議員会が必要と認める事項 

（６） 教育研究に関する重要な事項で、代議員会の意見を聴くことが必要なものとし 

て学長が定める事項 

２ 代議員会の議決をもって、教授会の議決とすることができる。 
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３ 通信教育課程長は、代議員会を招集し、その議長となる。 

４ 通信教育課程長は、教授会の求めにより、適宜、代議員会の審議結果等の活動状況に

ついて、教授会に報告するものとする。 

５ 代議員会の組織及び運営について必要な事項は、別にこれを定める。 

（通信教育課程運営委員会） 

第１１条 本通信教育課程に、通信教育課程運営委員会（以下「運営委員会」という。）

を置き、次の各号に掲げる事項について協議する。 

 （１） 本通信教育課程の運営方針に関する事項 

 （２） 通信教育事務部の事務組織及び事務分掌に関する事項 

 （３） 諸経費に関する事項 

 （４） 通学課程その他附属教育研究機関との連絡調整に関する事項 

 （５） 添削指導、面接指導及び教育相談の組織に関する事項 

 （６） 事務管理運営に関する事項 

 （７） その他本通信教育課程の運営に関する事項 

２ 通信教育課程長は、運営委員会を招集し、その議長となる。 

３ 運営委員会の組織及び運営について必要な事項は、別にこれを定める。 

 

第４章 教育課程、授業方法、単位の修得 

第１節 教育課程及び授業方法 

（教育課程） 

第１２条 本通信教育課程の授業科目は、共通教育科目と専門教育科目に分ける。 

２ 専門教育科目は、教職科目、教科科目、保育等科目、養護科目等に区分する。 

３ 前２項の授業科目は、必修科目と選択科目とする。 

 （授業科目及び単位数） 

第１３条 前条の教育課程の授業科目及び単位数は、別表１の通りとする。 

 （授業方法） 

第１４条 学修は、印刷教材による授業（以下「通信授業」という。）及び講義、演習、

実験、実習・実技のいずれか又はこれらの併用による授業（以下「面接授業」とい

う。）により行う。 

２ 前項の授業のほか、本学又は本学が指定する施設において、臨時に卒業研究の指導、

巡回指導及び面接指導を行うことがある。 

 （履修単位） 

第１５条 学生は、次に定める授業科目の単位を修得しなければならない。 

（１） 卒業要件単位 

①大学卒業を目的とするコースの履修要件 
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ⅰ）共通教育科目  ２０単位以上（必修７単位、選択必修１単位、自由選択１２

単位以上） 

 

ⅱ）専門教育科目  １０４単位以上 

（１） 必修科目  ５４単位以上 

教職科目  ３０単位以上（必修２８単位、選択必修２単位） 

領域科目   ８単位以上（必修８単位） 

教科科目   ８単位以上（必修８単位） 

保育等科目  ８単位以上（必修８単位） 

（２） 自由選択科目 

           教職科目、領域科目、教科科目、保育等科目、養護科目から５０

単位以上 

           合計   １２４単位以上 

 

②教員養成コースの履修要件 

ⅰ）共通教育科目  ２０単位以上（必修７単位、選択必修１単位、自由選択１２

単位以上） 

注）領域科目、教科科目、養護科目、保育等科目の選択科目は、共通教育科目として

履修することができる。 

ⅱ）専門教育科目  １０４単位以上 

（１）必修科目 

（ア）幼稚園教諭免許 ５２単位以上 

領域科目   １１単位以上（必修１１単位） 

教職科目  ３８単位以上（必修３４単位、選択必修４単位

（地域ボランティアを含む)） 

保育等科目   ３単位以上（必修３単位） 

（イ）小学校教諭免許 ６２単位以上 

教科科目     １１単位以上（必修９単位、選択必修２単位） 

教職科目   ５０単位以上（必修４６単位、選択必修４単位 

（地域ボランティアを含む)） 
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免許法特例科目１単位以上（必修１単位(介護体験実習)） 

（ウ）養護教諭免許 ５７単位以上 

養護科目     ２６単位以上（必修２６単位） 

教職科目    ２９単位以上（必修２５単位、選択必修４単位

（地域ボランティアを含む)） 

保育等科目   ２単位以上（必修２単位） 

 

（２） 自由選択科目 

教員免許区分ごとに指定する上記（１）必修科目の履修に加え、下記の単

位数を教職科目、領域科目、教科科目、保育等科目、養護科目から自由に

選択し、履修する。 

（ア）幼稚園教諭免許  ５２単位以上 

（イ）小学校教諭免許  ４２単位以上 

（ウ）養護教諭免許   ４７単位以上 

              合計   １２４単位以上 

注）一の教員免許区分で履修が必要とされる自由選択科目は、他の教員免許区分で

履修する必修科目の履修をもって代替させることができる。 

 

③保育士養成コースの履修要件 

ⅰ）共通教育科目  ２０単位以上（必修７単位、選択必修３単位、自由選択１０

単位以上） 

注）領域科目、教科科目、養護科目、保育等科目の選択科目は、共通教育科目として

履修することができる。 

ⅱ）専門教育科目  １０４単位以上 

（１） 必修科目 

領域科目・教職科目  ２３単位以上（必修１７単位、選択必 

修６単位（地域ボランティアを含む)） 

保育等科目 ３９単位以上（必修３６単位、選択必修３単位） 

 

（２） 自由選択科目 
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    教職科目、領域科目、教科科目、保育等科目、養護科目から４２

単位以上 

               合計   １２４単位以上 

注）一の教員免許区分で履修が必要とされる自由選択科目は、他の教員免許区分で

履修する必修科目の履修をもって代替させることができる。 

 

（２） ３年次編入学の卒業要件単位 

①大学卒業を目的とするコースの履修要件 

ⅰ）共通教育科目   ８単位以上（必修７単位、選択必修１単位） 

ⅱ）専門教育科目  ５４単位以上 

教職科目  ３０単位以上（必修２８単位、選択必修２単位） 

領域科目   ８単位以上（必修８単位） 

教科科目   ８単位以上（必修８単位） 

保育等科目    ８単位以上（必修８単位） 

         合計    ６２単位以上 

注）領域科目、教科科目、養護科目、保育等科目の選択科目は、共通教育科目として

履修することができる。 

②教員養成コースの履修要件 

ⅰ）共通教育科目  ８単位以上（必修７単位、選択必修１単位） 

ⅱ）専門教育科目 

（１） 必修科目 

（ア）幼稚園教諭免許 ５２単位以上 

領域科目   １１単位以上（必修１１単位） 

教職科目   ３８単位以上（必修３４単位、選択必修４単位 

（地域ボランティアを含む)） 

保育等科目 ３単位以上（必修３単位） 

（イ）小学校教諭免許 ６２単位以上 

教科科目   １１単位以上（必修１１単位） 

教職科目   ５０単位以上（必修４６単位、選択必修４単位 

（地域ボランティアを含む)） 
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免許法特例科目１単位以上（必修１単位(介護体験実習)） 

（ウ）養護教諭免許   ５７単位以上 

養護科目   ２６単位以上（必修２６単位） 

教職科目  ２９単位以上（必修２５単位、選択必修４単位

（地域ボランティアを含む)） 

保育等科目 ２単位以上（必修２単位） 

（２） 自由選択科目 

教員免許区分ごとに指定する上記（１）必修科目の履修に加え、下記の単

位数を教職科目、領域科目、教科科目、保育等科目、養護科目から自由に

選択し、履修する。 

（ア）幼稚園教諭免許   ２単位以上 

         合計   幼稚園教諭免許状  ６２単位以上 

              小学校教諭免許状  ７１単位以上 

              養護教諭免許状   ６５単位以上 

注）一の教員免許区分で履修が必要とされる自由選択科目は、他の教員免許区分で履

修する必修科目の履修をもって代替させることができる。 

 

（３） ４年次編入学の卒業要件単位 

ⅰ）共通教育科目   ８単位以上 

ⅱ）専門教育科目  ２３単位以上 

領域科目・教科科目 １１単位以上 

教職科目      １２単位以上（地域ボランティアを含む） 

        合計        ３１単位以上 

２ 免許法の規定により、必修履修科目で、共通開設が認められない授業科目については、

履修方法に特例を設けることができる。 

 （１） 前号の規定により、特例を設ける授業科目の履修方法については、別に定める。 

３ 養成課程において履修した単位は、前項に係らず、卒業要件単位の共通教育科目の自

由選択科目の単位に置き換えることができる。 

４ 第１２条第２項に定める科目のほか、科目区分「教育学特別研究」を設けることがで

きる。「教育学特別研究」は、教育学領域で構成する「教育学特別研究Ⅰ」と教育学関
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連領域で構成する「教育学特別研究Ⅱ」に区分する。 

５ 科目区分「教育学特別研究」に、授業科目を設定し、卒業要件単位に含めることがで

きる。「教育学特別研究」は、共通教育科目および専門教育科目として履修することが

できる。 

６ 科目区分「教育学特別研究」については、別に定める。 

（単位の基準） 

第１６条 授業科目の履修は、単位制とし、４５時間の学修をもって１単位とし、通信授

業、面接授業のいずれか又はこれらの併用により行う。 

 （１） 通信授業における１単位は、教科書（学習指導書を含む。）Ａ５版１００頁を

標準とする。 

（２） 面接授業は、講義・演習については、１５時間から３０時間まで、実験、実

習・実技については、３０時間から４５時間までの範囲で、本通信教育課程が定

める授業時間をもって１単位とする。 

（通信授業） 

第１７条 通信授業は、各科目ごとに設題にもとづいてレポートを提出し、添削指導を受

けなければならない。 

２ 通信授業等による授業科目の履修単位は、年間３０単位を標準とする。 

（面接授業） 

第１８条 面接授業は、本学又は本学が指定する施設において実施する。 

２ 面接授業に、大学設置基準第２５条の規定に基づき、多様なメディアを高度に利用し

て、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる方法を加えることができる。 

３ 面接授業の実施に関する細目は、別に公示する。 

（教職課程） 

第１９条 本通信教育課程において教育職員免許状を取得しようとする者は、教育職員免

許法及び同法施行規則に定める科目を履修しなければならない。 

（教員免許課程） 

第２０条 本通信教育課程におく教員免許課程は、幼稚園教諭一種、小学校教諭一種、養

護教諭一種とする。 

（保育士） 

第２１条 保育士の資格を取得しようとする者は、こども未来学科保育士養成コースに在

籍し、児童福祉法施行規則に定める科目及び単位を履修しなければならない。 

 （養成課程） 

第２２条 本通信教育課程に養成課程をおくことができる。 

２ 養成課程は、図書館司書課程、学校図書館司書教諭課程、学芸員課程とする。 

３ 養成課程の所定の単位を履修した者に対して、資格証明を行うことができる。 

（図書館司書） 
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第２３条 本通信教育課程において図書館司書の資格を取得しようとする者は、図書館法

施行規則に定める科目及び単位を履修しなければならない。 

 （学校図書館司書教諭） 

第２４条 本通信教育課程において学校図書館司書教諭の資格を取得しようとする者は、

学校図書館司書教諭講習規程に定める科目及び単位を履修しなければならない。 

 （学芸員） 

第２５条 本通信教育課程において学芸員の資格を取得しようとする者は、博物館法施行

規則に定める科目及び単位を履修しなければならない。 

第２節 学習指導 

（授業科目の登録） 

第２６条 授業科目の履修は、所定の期間に登録しなければならない。 

 （教材の配布） 

第２７条 通信授業等に用いる教科書（学習指導書を含む。）の配布は、教育課程に応じ

て計画的に配布する。 

 （補助教材の配布） 

第２８条 通信授業等の学習に資するための補助教材として、設題集、機関誌等を計画的

に配布する。 

 （質問票） 

第２９条 学生は、教科書の内容については、随時質問をすることができる。ただし、質

問応答に必要な費用は、学生の負担とする。 

第３節 試験及び単位の認定 

 （単位の修得） 

第３０条 単位の修得は、履修した授業科目について、試験を受け合格しなければならな

い。 

２ 試験は、授業の方法別に次に定める条件を満たしたとき、これを行う。 

 （１） 授業科目を通信授業により学習する場合は、設題にもとづきレポートを提出し、

添削を受けそれに合格したとき、あるいは、レポートを所定の期日までに提出し

たとき、「科目試験」を受けることができる。 

 （２） 授業科目を面接授業により学習する場合は、所定の受講日を満たしたとき「単

位認定試験」を受けることができる。 

 （科目試験の実施） 

第３１条 授業科目を通信授業で学習し、科目試験を受けるときは、所定の期日までに受

験申込をしなければならない。 

２ 科目試験の日時、会場等の細目は、別に公示する。 

  

（科目試験の再試験） 
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第３２条 科目試験の結果、不合格となった科目は、再受験の申込を経て、受験すること

ができる。 

 （成績の評価） 

第３３条 成績の評価は、科目試験及び単位認定試験等による。 

２ 科目試験の成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄで表し、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格とし、Ｄを不

合格とする。なお、試験欠席は、「評価なし」として不合格とする。 

３ スクーリングの成績は、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄで表し、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格とし、Ｄ

を不合格とする。出席不足や試験欠席は、「評価なし」として不合格とする。 

４ 科目試験及びスクーリングの成績評価の基準及び目安は、以下の通りとする。 

合否 合格 不合格 

評価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 評価なし 

評価の 

基準 
100～90点 89～80点 79～70点 69～60点 59点以下 

出席不足、 

試験欠席 

 （単位の認定） 

第３４条 科目試験及び単位認定試験等に合格した授業科目については、その授業科目所

定の単位を与える。 

２ 前項の合格科目については、願い出により単位取得証明書を交付する。 

 （他の大学又は短期大学等における授業科目の履修等） 

第３５条 本通信教育課程が、教育上有益と認めるときは、学生が他の大学又は短期大学

等の授業科目を履修することを認め、他の大学又は短期大学等において修得した単位を、

別に定めるところにより、６０単位を超えない範囲内で、本学で修得したものとみなす

ことができる。 

２ 前項の規定は、本通信教育課程の承認を受けて、学生が外国の大学又は短期大学に留

学する場合に準用する。この場合、前項及び次条の単位と合わせて６０単位を超えない

範囲内で、本学において修得したものとみなすことができる。 

 （短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修） 

第３６条 本通信教育課程が、教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等

専門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が、別に定める学修を、本通信教育

課程における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 

 （入学前の既修得単位の認定） 

第３７条 大学あるいは短期大学等を卒業又は中途退学し、新たに本通信教育課程に入学

した者について、教育上有益と認めたときは、学生が通信課程に編入学する前の学校に

おいて、修得した単位を別に定める単位換算基準にもとづき、本通信教育課程の授業科

目の履修により修得したものとみなして、単位を与えることができる。 

 

第５章 卒業の要件 
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 （卒業の要件） 

第３８条 卒業には、次の要件を満たさなければならない。 

 （１） ４年以上在学すること。 

 （２） 第１３条に定める教育課程から、合計１２４単位以上を修得していること。 

 （３） 前号の修得単位のうち、３０単位以上を面接授業により修得していること。 

 （卒業の決定・学位記） 

第３９条 前条の要件を満たした者には、代議員会の議を経て、学長が卒業の決定を行う。 

２ 前項により卒業が決定した者には、学士（教育学）の学位を授与し、「学位記」を交

付する。 

３ 学位及びその授与等に関しては、別に定める本学学位規程による。 

 

第６章 入学・編入学・休学・復学・除籍・退学・再入学・ 

転籍 

（入学の時期） 

第４０条 本通信教育課程の入学時期は、４月及び１０月とする。 

２ ４月入学生を「４月生」、１０月入学生を「１０月生」と称する。 

３ ４月生の学生は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わり、１０月生の学生は、１

０月１日に始まり翌年９月３０日に終わる。 

 （入学資格） 

第４１条 正科生として、入学することのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者

でなければならない。 

 （１） 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

 （２） 通常の課程による１２年の学校教育を修了した（通常の課程以外の課程により、

これに相当する学校教育を修了した者を含む） 

 （３） 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者、又はこれに準ずる

者で文部科学大臣の指定した者 

 （４） 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外教

育施設の当該課程を修了した者 

 （５） 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であること、その他文部科学大臣が

定める基準を満たす者に限る。）で、文部科学大臣が別に指定した者を文部科学

大臣が定める日以後に修了した者 

 （６） 文部科学大臣の指定した者 

 （７） 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により高等

学校卒業程度認定試験に合格した者 

 （８） 学校教育法第９０条第２項の規定により、大学に入学した者であって、当該者
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をその後に入学させる大学において、大学における教育を受けるにふさわしい学

力があると認めた者 

（９） 本学において、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認められた者

で、１８歳に達した者 

 （入学の許可） 

第４２条 入学は、書類選考のうえ、学長が許可する。ただし、面接選考（小論文を含

む。）を行う場合もある。 

２ 本通信教育課程へ入学を志願する者は、所定の出願書類を提出し、入学選考料を納め

なければならない。 

３ 入学を許可された者は、「正科生」と称する。 

 （入学手続） 

第４３条 入学を許可された者は、本通信教育課程の指定した期日までに、別表２に定め

る学費を納め、入学手続をしなければならない。 

２ 前項の入学手続に必要な事項は、別に定める。 

 （編入学） 

第４４条 次の各号の一に該当し、本通信教育課程の第２学年以上に入学を志願する者が

あるときは、選考のうえ相当年次に入学を許可することがある。 

 （１） 大学を卒業した者、又は中途退学者 

 （２） 短期大学、高等専門学校、国立工業教員養成所、又は国立養護教諭養成所を卒

業した者 

 （３） 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）附則第７条に定める従前

の規程による高等学校、専門学校、又は教員養成諸学校等の課程を修了し、又は

卒業した者 

 （４） 専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たすものを修了し

た者 

 （５） その他、前各号と同等以上の学力があると本通信教育課程が認めた者 

２ 編入学を許可された者のすでに履修した授業科目及び単位の取扱、在学年数について

は、別に定める。 

 （二重学籍の禁止） 

第４５条 本通学課程又は他の大学に在籍している者は、本通信教育課程の正科生となる

ことはできない。 

 （休学） 

第４６条 病気その他やむを得ない事由によって休学をしようとする者は、医師の診断書

又は理由書を添え、休学願を保証人連署のうえ願い出て、学長の許可を受けなければな

らない。 

２ 休学の期間は、半年とする。なお、引き続き休学する場合は、その理由を付して保証
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人連署のうえ、所定の期日までに提出し、学長の許可を受けなければならない。 

３ 休学の期間は、通算して４年を超えることはできない。 

４ 休学期間は、在学年数に算入しない。 

５ 休学中は、別に定める授業料を納入しなければならない。 

 （復学） 

第４７条 休学した者は、休学期間が満了したときは、復学願を提出し、学長の許可を得

て復学することができる。 

２ 復学の時期は、各学期の始めとする。 

 （除籍） 

第４８条 次の各号のいずれかに該当する者は、除籍する。 

 （１） 在学期間が所定の年数を超える者 

 （２） 学費の納入を怠り、督促を受けても納入しない者 

 （３） 退学の決定をされた者 

 （４） 在籍延期等の手続きが、所定の期日までに完了していない者 

 （退学） 

第４９条 病気その他の事由によって退学しようとする者は、保証人連署の退学届に学生

証を添えて、退学の手続をしなければならない。 

 （再入学） 

第５０条 退学した者又は除籍された者が、再入学を希望するときは、退学日又は除籍日

から６ヶ月以内に保証人連署の再入学願に理由書を添えて、再入学の許可を受けなけれ

ばならない。 

２ 再入学の許可を受けた者が、再入学をする時期は、再入学の許可を受けた日より直近

の入学時期とする。 

３ 学費については、別途定める。 

（転籍） 

第５１条 本通信教育課程の学生が、本通学課程に、又は本通学課程の学生が、本通信教

育課程にそれぞれ転籍を希望する場合、教育学部教授会及び代議員会の議を経て、学長

は転籍を認めることができる。 

２ 転籍に関しては別に定める。 

 

第７章 専攻科 

（専攻科） 

第５２条 本通信教育課程に専攻科をおくことができる。 

２ 専攻科に関しては別に定める。 
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第８章 正科生以外の履修者等 

第１節 科目等履修生および特別聴講生 

（科目等履修生） 

第５３条 本通信教育課程における授業科目の一部を履修しようとする者又は特定の授業

科目群を履修しようとする者は、選考の上、科目等履修生として入学を許可することが

できる。 

２ 科目等履修生には、「科目別履修生」（一部の科目を履修する者）と「科目群履修

生」（特定の免許科目を履修する者）とがある。 

３ 科目等履修生の入学の時期は、毎学期の始めとし、在学期間は１年とする。ただし、

引き続き履修を願い出るときは、在学期間を２年まで更新することができる。 

４ 科目群履修生は、前項の規定に関わらず、特別な事由がある場合は、在籍延期を認め

ることがある。 

 （科目等履修生の入学資格） 

第５４条 科目等履修生として履修を願い出ることができる者は、第４１条に定める入学

資格を有する者でなければならない。 

 （科目等履修生の履修許可） 

第５５条 科目等履修生は、履修しようとする授業科目を選定し、所定の手続を経て履修

の許可を受けなければならない。 

 （科目等履修生の履修単位） 

第５６条 科目等履修生が１年間に履修できる単位数は、原則として３０単位以内とする。 

 （科目等履修生の試験及び単位修得） 

第５７条 科目等履修生が、履修した授業科目について、科目試験を受け合格した場合は、

所定の単位を与える。 

 （科目等履修生からの編入学） 

第５８条 科目等履修生が、本通信教育課程に入学又は編入学を志願するときは、選考の

うえ許可する。 

２ 前項の場合、本通信教育課程の科目等履修生として修得した単位は、これを卒業要件

単位として認定又は換算することができる。 

３ 当該大学の科目等履修生として修得した単位が相当数にのぼる場合は、学校教育法第

８８条の規定に基づき、修業年限を短縮することができる。 

 （特別聴講生） 

第５９条 他大学（短期大学を含む）の学生で、当該他大学と本通信教育課程との協議等

に基づき、授業科目の一部を履修することを希望する者がある場合は、特別聴講生とし

て入学を許可することができる。 

 （他章の準用） 
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第６０条 科目等履修生に関して、本節に定めたもののほかは、第５章を除き、各章を準

用する。 

第２節 特修生 

 （特修生） 

第６１条 第４１条に定める入学資格のない者が、学修を志願するときは、選考のうえ特

修生として入学を許可することができる。 

 （特修生の単位の修得） 

第６２条 特修生が学修した授業科目は、科目試験を受け合格した場合には、単位を認め

る。 

 （特修生からの入学） 

第６３条 本通信教育課程に特修生として入学し、１８単位以上を修得した者が、入学を

志願するときは、選考のうえ正科生として、許可することができる。 

２ 前項の場合、本通信教育課程の特修生として修得した単位は、これを卒業要件単位と

して認定又は換算することができる。 

３ 特修生として在籍した期間は、修業年限に算入しない。 

 

第９章 学費その他の納付金 

 （学費・その他の納付金） 

第６４条 入学選考料、入学金、授業料、その他の学費は、別表２に定める。 

２ 入学を許可された者は、所定の期日までに前項の学費を納めなければならない。 

３ 授業料は分納とし、所定の期日までに納めなければならない。 

４ 所定の年限を経て在学する場合は、その年度に定められた在籍延期料を納めなければ

ならない。 

５ 科目等履修生は、別表２に定める学費を納めなければならない。 

６ 特別聴講生は、別表２に定める学費を納めなければならない。 

７ 特修生は、別表２に定める学費を納めなければならない。 

８ 学費その他の納付金は、その額を変更することがある。 

９ 大学間協定によって履修をさせる学生の学費については、大学間の協議により、別途

定める。 

１０ 特別な事由により、授業料等の学費・その他納付金について、減免の申し出がある

場合については、別途協議する。 

１１ 本学を卒業または終了した者が、再度入学する場合は、入学選考料及び入学金を徴

収しない。 

 （学費の返還） 

第６５条 既に納めた学費は、原則としてこれを返還しない。 
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第１０章 賞罰 

（表彰） 

第６６条 学業優秀にして他の学生の模範となる者に対しては、課程長の申請により、代

議員会の議を経て、学長がこれを表彰することができる。 

 （懲戒） 

第６７条 本通信教育課程の学生で学則及び諸規定に違反し、又は学生の本分に反する行

為があるときは、課程長の申請により、代議員会の議を経て、学長がこれを懲戒するこ

とができる。 

２ 懲戒は、譴責、停学及び退学とする。 

 

第１１章 学生証、身分証明書 

 （学生証等の交付） 

第６８条 本通信教育課程の正科生には、「学生証」を交付する。 

２ 本通信教育課程の科目等履修生、特別聴講生及び特修生には、「身分証明書」を交付

する。 

 （学生証等の提示） 

第６９条 科目試験、面接試験、面接指導等に出席する場合及び必要な場合には、学生証

又は身分証明書を提示しなければならない。 

 

第１２章 公開講座・研修 

 （公開講座） 

第７０条 本通信教育課程は、社会人の教養を高め、文化の向上に資するため、公開講座

を開設することができる。 

２ 公開講座について、必要な事項は、別にこれを定める。 

 

第１３章 その他 

 （学則の準用） 

第７１条 本通信教育課程規程に定めるもののほか必要な事項は、姫路大学学則を準用す

る。 

 

附 則 
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１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この規程の改正は、平成２１年１月２３日から施行し、平成２１年４月１日から適用

する。 

３ この規程の改正は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第１５条及び別表１

の改正については平成２２年度入学者から適用する。 

４ この規程の改正は、平成２３年４月１日から施行する。ただし、第１５条及び別表１

の改正については平成２３年度入学者から適用する。 

５ この規程の改正は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、課程授業料および補

助教材費の改定については、平成２５年４月１日より適用する。なお、中学校・高等学

校教諭免許課程履修者については、平成２４年４月１日より適用する。 

６ この規程の改正は、平成２４年１０月１日より適用する。 

７ この規程の改正は、平成２６年４月１日より適用する。 

８ この規程の改正は、平成２７年４月１日より適用する。 

９ この規程の改正は、平成２８年４月１日より適用する。 

１０ この規程の改正は、平成３１年４月１日より適用する。 

１１ この規程の改正は、令和２年４月１日より適用する。 

１２ この規程の改正は、令和３年４月１日より適用する。 

１３ この規程の改正は、令和４年４月１日より適用する。 


